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令和６年度公共事業 

再評価諮問箇所個別資料 

 

森林整備課 林道事業  ２件 

 

 １ 公共事業再評価諮問箇所一覧表、B/C の考え方 

                      Ｐ1～ 

 ２ 個別事業箇所資料             

・ 公共事業再評価諮問箇所「継続」理由書等    

  ・ 再評価対象事業箇所調書 

・ 個別箇所説明資料 

 

 



①  林道事業（灰の元線）       

                   Ｐ4～ 

②  林道事業（烏帽子岳線） 

    Ｐ14～ 

 



令和６年度公共事業再評価諮問箇所一覧表

森林整備課

令和６年度公共事業再評価諮問箇所一覧表

対応方針
進捗率

（上段：前回）
（下段：今回）

事業年度
（上段：前回）
（下段：今回）

事業箇所
（地区名）

事業名No.

継続
－

７６％
Ｈ２７～H２９
Ｈ２７～Ｒ７

灰の元線
森林環境保全整備事業
（林業専用道整備）

１

継続
３５％
５９％

Ｈ２２～Ｒ８
Ｈ２２～Ｒ８

烏帽子岳線
森林基盤整備交付金事業
（道整備交付金）

２

-1-



林道事業とは

事業の目的
森林の適切な整備や木材の搬出などに利用される道路を整備する事業。
林業の生産性の向上を図るためには、高性能林業機械が森林に進入で

きる路網の整備が不可欠。

林業専用道・森林作業道での木材生産状況

林道・林業専用道での木材生産状況

林道事業（林業専用道）のＢ/Ｃの考え方

〇総費用（Ｃ）：林道開設経費＋事業期間中及び林道開設後の
４０年間に要する維持管理費

〇総便益（Ｂ）：林道開設により木材の生産及び森林整備に係る
経費の縮減額

【便益の詳細】
・木材生産等便益（木材生産確保・増進）
・森林整備経費縮減等便益（森林管理等経費縮減、森林整備促進）

〇費用便益比：総便益（B）／総費用（C）

-2-



林道事業（林道）のＢ/Ｃの考え方

〇総費用（Ｃ）：林道開設経費＋事業期間中及び林道開設後の
４０年間に要する維持管理費

〇総便益（Ｂ）：林道開設により木材の生産及び森林整備に係る
経費の縮減額及び一般交通や災害時の迂回路
利用としての効果額等

【便益の詳細】
・木材生産等便益(木材生産確保・増進）
・森林整備経費縮減等便益 （森林管理等経費縮減、森林整備促進）
・一般交通便益（走行時間短縮、走行経費縮減）
・災害等軽減便益（災害時迂回路等確保）

〇費用便益比：総便益（B）／総費用（C）

-3-



  様式イ 

令和６年度公共事業再評価諮問箇所「継続・中止」理由書等 

 

 （課名：森林整備課） 

 

事 業 名 

（路河川等名） 

森林環境保全整備事業 

（灰の元線） 

継続・中止理由 当路線の周辺森林は、林内路網整備が不十分であったため、

森林施業地までの到達や林業用機械の搬入が非常に困難であ

ったことから、適切な森林整備や木材の搬出ができない状況で

あった。 

このような中、地元関係地区等から森林施業の効率化の基盤

となる林業専用道の整備を強く要望されたことから、平成 27

年度から令和７年度にかけ、林道袖山線（起点）と林道岸川線

（終点）を連絡する総延長 1,576ｍの林業専用道を整備してき

た。 

令和５年度末での事業進捗率は 75.6％となっており、事業

効果を発揮するためには、未完了区間の完成が必須であり、事

業の継続が適当である。 

 

Ｂ／Ｃの 

算出方法 

  

評価対象期間は、事業期間＋40 年間（耐用年数）とする。 

総便益(Ｂ)＝                 ４．３０億円 

（内訳） 

〇木材生産等確保・増進   ０．１３億円  

〇森林整備経費縮減     ４．１７億円 

 

総費用(Ｃ)＝         ４．０３憶円 

 

総費用総便益比 (Ｂ／Ｃ) 

 ４．３０／４．０３ ＝ １．１ 

 

 

備  考 
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様式１  

令和６年度再評価対象箇所    （佐賀県公共事業評価実施要領第２条（２）②に該当する事業） 

 

番号 項目 
事 業 名 

(路･河川名等) 
事 業 目 的 事 業 概 要 事業の進捗状況 

事業を巡る社会経済 

情 勢 等 の 変 化 

費用対効果 

の要因の変化 

ｺｽﾄ縮減や代替案 

等 の 可 能 性 
再評価理由 

対応方針 

(事業課案) 

 
 

 

新規評
価時点 

 
H26 

森林環境保全整
備事業（林業専

用道整備） 
（灰の元線） 
 

 
 
 

 
 

当路線は、林道
袖山線から林道

岸川線を連絡す
る林業専用道で
あり、手入れが行

き届いていない
森林の整備を促
進するとともに、

森林整備や木材
生産における作
業の効率化を図

り、コストの縮減
や生産性の向上
を図ることを目

的とする。 
 
 

 
 
 

 

全体事業費：0.75億円 
計画延長：L=1,500ｍ 

幅員(車道)：
W=3.5(3.0)m 
工期：H27～H29（3年） 

 
道路土工 
法面保護工（緑化工）、

コンクリート路面工 

 
― 

 

当該地区の森林は、
既設の道路から距離

があるため 
適正な森林整備（間
伐）や間伐材の搬出が

困難状況にあった。こ
のため、大型車両の通
行や高性能林業機械

の導入が可能となる
林道が必要となった。 

最新のマニュアルの基づき、費用対効果を
算出した。 

 
 

・費用対効果 

（H26末（採択時））     
 
B/C＝1.2 

（コスト縮減） 
・森林整備や木材

生産に必要な作
業土場等の配置
を緩傾斜地など

の地形を活用す
ることで掘削土
の残土処分量を

低減させる（処分
費用の縮減 

 
― 

 

 
― 

 

現時点 
 

 

全体事業費：3.1億円 
計画延長：L=1,576ｍ 

幅員(車道)：
W=3.5(3.0)m 
工期：H27～R7（11年） 

 
道路土工 
法面保護工（モルタル

吹付、軽量法枠） 
コンクリート路面工
法留かご工 

R5末までの開設延長 
 L=1,192m 

（R5末進捗率75.6％） 
（年平均進捗率8％） 

令和３年からのウ
ッドショックの影響

により木材価格が上
昇したことから、森林
所有者の森林整備や

木材生産に対する意
欲が高まっている。 

なお、当該林道の近

隣で新たな道路の開
設等はなく、利用区域
内での大規模な開発

による森林面積の変
化はない。 
 

 
 

・費用対効果 
（R6末B/C） 

B/C＝1.1 
 

（コスト縮減） 
・森林整備や木材

生産に必要な作
業土場等の配置
を緩傾斜地など

の地形を活用す
ることで掘削土
の残土処分量を

低減させる（処分
費用の縮減） 
 

 
 

事業採択
後、一定期間

（10年）が経
過した時点で
継続中の事業 

 
 
 

継続 
（理由） 

木材生産活動
の停滞や適切
な森林整備の

遅れによる自
然災害が懸念
されるため、そ

の基盤となる
林業専用道の
整備が必要で

あることから
事業を継続し
たい。 

 
 

理由等 

 
 

[事業費] 

・掘削の結果想定地盤
（土質）の相違によ
り、岩掘削、法面保護、

湧水対策等が必要と
なったことに伴う事
業費の増 

 
[事業期間] 
・上記に伴う事業期間

の延伸 
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令和６年度公共事業再評価

森林環境保全整備事業

灰の元線

【事業採択後１０年を経過するため】

はい もと

位置図【林業専用道（灰の元線）】

灰の元線（多久市北多久町多久原）
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森林環境保全整備事業の目的

○目 的
路網整備を進めることで、森林施業や木材等の輸送の効率

化を図り、森林の持つ多面的機能を持続的に発揮しつつ林業
の成長産業化を図る。

主伐

間伐 植林

下刈 枝打ち

伐採した木材を
トラックへの積
込み運搬

荒廃森林

森林資源
の循環

手入れした森林

事業計画の概要
〇全体計画

・総 事 業 費 ： 3.1億円
・開 設 延 長 ： 1,576ｍ(うち完成延長：1,192ｍ)
・幅 員 ： 3.5ｍ
・工 事 期 間 ： 平成27年度～令和7年度（11ヵ年）
・主 要 工 事 内 容 ： 林業専用道開設工事

(道路土工、法面保護工、ｺﾝｸﾘｰﾄ路面工など）

・利 用 区 域 面 積 ： ２２ｈａ
・進捗率（R5年度末） ： ７5.6％

施工中（起点側） 施工中（終点側）
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事業の概要（評価の概要）

区分
新規評価時
（H26）

今回評価時
（R6）

総事業費 ０．７５億円 ３．１億円

事業期間
Ｈ２７～Ｈ２９

（３年）
Ｈ２７～Ｒ７

（11年）

開設延長 １,５００ｍ １，５７６ｍ

幅員 ３．５（３．０）ｍ ３．５（３．０）ｍ

主な工事内容
道路土工、法面保護工（緑化

工）、コンクリート路面工

道路土工、法面保護工（モル
タル吹付、軽量法枠）
コンクリート路面工、

法留かご工

費用対効果 １.２ １.１

事業期間及び事業費の見直し理由

〇事業費の増

〇事業期間の延長

 掘削の結果、想定地盤（土質）の相違により、岩掘削、法面

保護工（モルタル吹付工、軽量法枠工）、湧水対策（法留か

ご枠工）が必要となったことに伴い、工事工程の見直し及び

事業費が増加した。（＋２．３５億円）

 上述の影響により事業期間を延長したい。
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事業進捗状況【林業専用道（灰の元線）】

事 業 期 間；H27～R7
総延長（幅員）：L=1,576ｍ（3.5ｍ）

完成区間 完成区間未完成区間

起点（B.P）

終点（E.P）

既設作業道

凡  例
利用区域

計画区間

完成区間

既設林道

計画作業道

事業の整備状況

モルタル吹付工 簡易法枠工

植生ネット吹付工 法留かご工（湧水対策）
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林業専用道を活用した森林整備状況

完成区間利用状況 完成区間利用状況

完成区間（終点側）完成区間（起点側）

森林整備計画図

起点
（B.P）

終点
（E.P）
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終点
(EP)

林業専用道を活用した森林整備状況

起点
(BP)

（既設）
林道岸川線

（既設）
林道袖山線

利用区域

灰の元線

社会経済情勢等の変化

〇ウッドショックの影響により木材価格が上昇
し森林所有者の森林整備や木材生産に対
する意欲が高まる。

〇当該林道の利用区域内での大規模な開発
による森林面積の変化はない。

〇当該林道の近隣で新
たな道路の開設等は
ない。
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事業の効果・必要性（費用対効果の要因の変化）

○総便益（Ｂ）：林道開設により木材生産経費の縮減額及び
森林整備に係る経費の縮減の効果額等

（内訳）
○木材生産等便益
・木材生産確保・増進便益

○森林整備経費縮減等便益
・森林整備促進便益

○総費用（Ｃ）：林道開設経費＋事業期間中及び林道開設後
の４０年間に要する維持管理費

総便益（Ｂ）4.30億円

総費用（Ｃ）4.03億円
＝１.１

費用便益比

事業の効果・必要性（その他の効果）

 林道（林業専用道）の整備により、これまで道がなく、

間伐などの森林整備が遅れていた森林を適切な森林

整備が進むことで、森林の持つ、

・水源涵養機能
・山地災害防止
・自然環境の保全

などの、多面的機能の維持・増進（災害に強い山づく
り）に貢献。
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コスト縮減や代替案等の可能性

〇緩傾斜地などの地形を活用した作業土場等
の配置による残土処分量の低減
現地発生土を活用
した作業土場

現地発生土を活用
した作業土場（横断図）

作業土場 作業土場

対応方針
○木材生産活動の停滞や適切な森林整備の遅れに

よる自然災害の発生が懸念される。

○路網整備は、森林の適切な管理や効率的な森林
施業に寄与している。

〇完成区間から森林作業道を作設し、計画的に森林
整備（間伐）が実施されている。

○事業進捗は、令和５年度末で７５.６％となっており、
事業効果を発揮するため、早期完成が必要である。

〇費用対効果についても、B/C1.0以上（B/C=1.1）が確
保されている事業である。

事業効果の早期発現に向け事業を継続したい
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  様式イ 

令和６年度公共事業再評価諮問箇所「継続・中止」理由書等 

 

 （課名：森林整備課） 

事 業 名 

（路河川等名） 

森林基盤整備交付金事業（道整備交付金） 

（烏帽子岳線） 

継続・中止理由 当路線の周辺森林は、林内路網が未整備であったため、森林

施業における現場までの到達や機材の搬入などが非常に困難

であり、森林の整備が遅れるとともに木材の搬出等もできない

状況であった。 

このような中、地元関係地区から森林施業の効率化の基盤と

なる森林管理道の整備を強く要望されたことから、平成 22 年

度から令和８年度にかけ、東山代町滝川内下分（起点）と東山

代町滝川内古場（終点）を連絡する総延長 5,800ｍの森林管理

道を整備してきた。 

令和５年度末までの事業進捗は 59.3％となっており、事業

効果を発揮するためには、未完了区間の完成が必須であり、事

業の継続が適当である。 

 

Ｂ／Ｃの 

算出方法 

効果については、林業生産・森林整備経費縮減機能、公益的機

能、森林の総合利用機能のうち、定量化が可能なものについて

算定し評価する。 

 評価対象期間は、事業期間＋４０年間（耐用年数）とする。 

総便益（Ｂ） ＝          3,930,571 千円 

（内訳） 

〇木材生産等（生産確保・増進）     193,540 千円 

〇森林整備経費縮減・促進       3,498,188 千円 

〇一般交通便益             38,609 千円 

〇災害等軽減               200,234 千円 

 

総費用（Ｃ） ＝          3,392,726 千円 

 

総費用総便益比（Ｂ／Ｃ） 

3,930,571／3,392,726 ＝ 1.2 

備  考  
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様式２  

令和６年度再評価対象箇所    （佐賀県公共事業評価実施要領第２条（２）④に該当する事業） 

（対象：令和元年度再評価実施箇所） 

番号 項目 

事 業 名 

(路･河川名

等) 

事 業 目 的 事 業 概 要 事業の進捗状況 
事業を巡る社会経済 

情 勢 等 の 変 化 

費 用 対 効 果 

の要因の変化 

ｺｽﾄ縮減や代替案 

等 の 可 能 性 
再評価理由 

対応方針 

(事業課案) 

 
 
 

R1再評
価時点 
 

 

森林基盤整
備交付金事
業（道整備

交付金） 
（烏帽子岳
線） 

 
 
 

当路線は、伊
万里市東山代町
滝川内下分から

東山代町滝川内
古場を連絡する
森林管理道であ

り、手入れが行
き届いていない
森林の整備を促

進するととも
に、森林整備や
木材生産におけ

る作業の効率化
を図り、コスト
縮減や生産性の

向上を図ること
を目的とする。 

また、森林地

域としての総合
的な利用を行う
ことにより地域

の活性化を図る
ことを目的とす
る。 

 
 
 

 
 
 

 
 

全体事業費：C＝18億円 
計画延長：L=5,800ｍ 
幅員(車道)：W=4.0ｍ 

工期：H22～R8（17年） 
 
道路土工 

法面保護工 
アスファルト舗装工 

H30末までの開設
延長 
 L=1,955ｍ 

（H30末進捗率： 
35％） 

（年平均 

進捗率：4％） 
 
 

 

当該林道の近隣で
新たな道路の開設等
はなく、利用区域内

での大規模な開発に
よる森林面積の変化
はない。 

 
 

B/C＝1.3 
 費用対効果の要因の大きな変化
なし。 

（コスト縮減） 
・補強土壁による現
地発生土（掘削残

土）の活用 
・コンクリート二次
製品（L型側溝、L型

擁壁）の活用 
 
（代替案の検討） 

・特になし 

事業採択
後、5年が経
過 

 
 

継続 
（理由）  

森林の手入れ不足に

よる自然災害等の発生
が懸念される。 路網
整備は、森林の適切な

管理並びに効率的な森
林作業に寄与するもの
である。 事業進捗

は、平成３０年度末で
３５％となっており、
事業効果を発揮するた

め早期完成が必要であ
り、事業の継続は必要
である。 

現時点 
 
 

同上 
 
 

全体事業費：C＝28億円 
計画延長：L=5,800ｍ 
幅員(車道)：W=4.0ｍ 

工期：H22～R8（17年） 
 
道路土工 

法面保護工 
アスファルト舗装工 
橋梁 

R5末までの開設延
長 
 L=3,440ｍ 

（R5末進捗率： 
59.3％） 

（年平均進捗率： 

4％） 
 
R6年末開設延長 

L＝3,660ｍ(見込) 
 

令和３年からのウ
ッドショックの影響
により木材価格が上

昇したことから、森
林所有者の森林整備
や木材生産に対する

意欲が高まってい
る。 

なお、当該林道の

近隣で新たな道路の
開設等はなく、利用
区域内での大規模な

開発による森林面積
の変化はない。 
 

 
 

・費用対効果 
（R6末B/C）B/C=1.2 
  

（コスト縮減） 
・補強土壁による現
地発生土（掘削残

土）の活用 
・コンクリート二次
製品（L型側溝）の

活用 
・森林整備や木材生
産に必要な作業土場

等の配置を谷部のポ
ケット地形を活用す
ることで掘削土の残

土量を低減させる
（処分費用の縮減） 
 

再評価実
施後、5年経
過のため再

評価 
 
 

継続 
（理由） 

木材生産活動の停滞

や適切な森林整備の遅
れによる自然災害が懸
念されるため、その基

盤となる森林管理道の
整備が必要であること
から事 業を継 続した

い。 

理由等 
 
 

 
 
 

（全体事業費の増） 
 

① 開設工事に要する資材価

格の高騰に伴う事業費の
増 

② 当該路線の一区間におい

て地形が急勾配でること
から、当初計画していた
補強盛土工法での施工が

困難であったことから、
路線設計を見直した結
果、橋梁による施工が必

要となったことによる事
業費の増 
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令和６年度公共事業再評価

森林基盤整備交付金事業

烏帽子岳線

【再評価実施後、５年が経過したため】

え ぼ し だ け

位置図【林道（烏帽子岳線）】

烏帽子岳線（伊万里市東山代町）

-16-



森林基盤整備交付金事業の目的
○目的
周辺森林の施業の効率化を図り、森林整備を推進すると

ともに、森林地域としての総合的な利用を行うことにより
地域の活性化を図る。

主伐

間伐 植林

下刈 枝打ち

伐採した木材を
トラックへの積
込み運搬

荒廃森林

森林資源
の循環

手入れ入した森林

〇全体計画

・総 事 業 費 ： 28億円
・開 設 延 長 ： 5,800ｍ(うち完成延長：3,440ｍ)
・幅 員 ： 4.0ｍ
・工 期 ： 平成22年度～令和8年度（１7ヵ年）
・主要工事内容 ： 林道開設工事

(道路土工、法面保護工、ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装など）

・利用区域面積 ： 252ｈａ
・進捗率（R5年度末） ： 59.3％

事業計画の概要

施工中 完成
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事業の概要（評価の概要）

区分
前回再評価時

（R1）
今回評価時
（R6）

総事業費 １８億円 ２８億円

事業期間
Ｈ２２～Ｒ８
（１７年）

Ｈ２２～Ｒ８
（１７年）

開設延長 ５,８００ｍ ５,８００ｍ

幅員 ４．０（３．０）ｍ ４．０（３．０）ｍ

主な工事内容
道路土工、法面保護工、
アスファルト舗装工

道路土工、法面保護工、
アスファルト舗装工、橋梁

費用対効果 １.３ １.２

事業期間及び事業費の見直し理由

〇事業費の増

 掘削の結果、想定地盤（土質）の相違により、岩掘削、法面

保護工（モルタル吹付工、厚層基材吹付工）が必要となった

ことに伴い、工事工程の見直し及び事業費が増加した。

（＋４億円）

 当該路線の一区間において地形が急峻であり、当初計画し

ていた路側擁壁（補強盛土擁壁）での施工が困難であった

ことから、路線計画を見直した結果、橋梁による施工が必

要となったことにより事業費が増加した。（＋6億円）
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伊万里木材市場　L=10km

E．P

B．P

４工区

３工区

２工区

１工区

長崎県

佐賀県

事業進捗状況【林道（烏帽子岳線）】

事業期間 H22～R8

総延長 L=5,800m、W=4.0m

〇進捗状況

区分 Ｒ５迄 Ｒ６ Ｒ７以降

総事業費（億円） 14 15 28

進捗率（％）
（事業費ベース） 48.5 54.2 100.0

開設延長（ｍ） 3,440 3,660 5,800

進捗率（％）
（延長ベース） 59.3 63.1 100.0

事業の整備状況
モルタル吹付工

厚層基材吹付工
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事業の整備状況

事業の整備状況
林内地形勾配状況橋梁計画区間
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森林整備の実績

森林整備状況

間伐前 間伐完了
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森林整備の計画図

社会経済情勢等の変化

〇ウッドショックの影響により木材価格が上昇
し森林所有者の森林整備や木材生産に対
する意欲が高まる。

〇当該林道の利用区域内での大規模な開発
による森林面積の変化はない。

〇当該林道の近隣で新
たな道路の開設等は
ない。
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○総便益（Ｂ）：林道開設により木材生産経費の縮減額及び
森林整備に係る経費の縮減額。並びに一般交
通や災害時の迂回路利用としての効果額等

（内訳）
○木材生産等便益
○森林整備経費縮減等便益
〇一般交通便益
○災害等軽減便益等

○総費用（Ｃ）：林道開設経費＋事業期間中及び林道開設後
の４０年間に要する維持管理費

総便益（Ｂ）３９.３１億円

総費用（Ｃ）３３.９３億円
＝ １.２

費用便益比

事業の効果・必要性（費用対効果の要因の変化）

事業の効果・必要性（その他の効果）

 林道の整備により、これまで道がなく、間伐などの森

林整備が遅れていた森林を適切な森林整備が進むこ

とで、森林の持つ、

・水源涵養機能
・山地災害防止
・自然環境の保全

などの、多面的機能の維持・増進（災害に強い山づく
り）に貢献。
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〇補強土壁工による現地発生土（掘削残土）
の活用。

〇コンクリート二次製品
（Ⅼ型側溝）の活用。

コスト縮減や代替案等の可能性

補強土壁工

Ⅼ型側溝

〇谷部のポケット地形を活用した作業土場
等の配置による残土処分量の低減

コスト縮減や代替案等の可能性

作業土場 作業土場
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○木材生産活動の停滞や適切な森林整備の遅れによる
自然災害の発生が懸念される。

○路網整備は、森林の適切な管理や効率的な森林施業

に寄与するもの。

〇完成区間から必要に応じて森林作業道を作設し、今後、
計画的に森林整備（間伐）を実施予定である。

○事業進捗は、令和５年度末で５９.３％となっており、

事業効果を発揮するため、早期完成が必要である。

〇費用対効果についても、B/C1.0以上（B/C=1.2）が確
保されている事業である。

事業効果の早期発現に向け事業を継続したい

対応方針
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